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　日頃より障害者福祉の増進にご尽力いただき誠にありがとうございます。
また、障害者権利条約に関して、「形式的な批准」にならないようにするためのご尽力と、障害者基本法・障害者虐待防止法の制定に向けたご検討を頂き、心より感謝しております。

　障害者自立支援法に関連した緊急措置と、今後、検討予定と伝えられている「障がい者総合福祉法」をはじめ障害者権利条約批准に向けた国内法整備に関連して、以下、要望させて頂きます。
Ⅰ．障害者自立支援法に関しする緊急要望事項
　今後、「障がい者総合福祉法」（仮）の検討が進められると伝えられていますが、それまでの間にも、日々必要な支援が得られない、得ることが困難な状況にある障害者がいることをふまえて、以下の点について緊急的な措置を行ってください。
①サービス対象者の障害者手帳要件を外し、必要な人に必要な支援が行き渡るようにして下さい
　来年度予算においては障害者自立支援法が廃止になるまでの間、障害者自立支援法の入り口の要件となっている障害者手帳所持要件を緩和し（障害手帳をすでに持っている人はそのままサービスの対象とする）障害手帳がない難病等においても、医師の意見書を提出し、障害程度区分、審査会、サービス利用計画表をもとに要支援であることが確認された場合は、対象とするように緊急の経過措置を講じて下さい。
②応益負担を廃止し、名実ともに応能負担として下さい。
　利用者負担については、支援費時代の水準（住民税非課税者は無料等）に名実ともに一度戻し、真の意味での応能負担として下さい。その際、（世帯ではなく）本人の収入に基づいたものとすると同時に、（福祉サービス以外の）自立支援医療、補装具等も応能負担にするとともに、上限合算の仕組みを設けて下さい。
　また、中間所得者までは現行水準より負担が増えることの無いように、きめ細かな負担の仕組みとして下さい。

③地域生活・社会参加上、重要・不可欠なサービスを拡充して下さい。
　地域生活支援事業となり大きな地域間格差が生じた移動介護について、（視覚障害だけでなく、知的障害等も含めて）個別給付にして下さい。
当面、少なくとも地域生活支援事業の内、移動支援事業などについて、国２分の１、都道府県４分の１の財源保障を行って下さい。

また、長時間介護が必要な知的・精神障害者の地域生活の視点から重度訪問介護の知的・精神への拡大や改善を行って下さい。
　
Ⅱ．障害者権利条約の批准に関連した国内法整備に関する要望

①障害者権利条約の批准とその完全実施に向けた国内法の整備を行うために、障害当事者が参画する検討委員会を設け、集中的に検討を進めて下さい。

②先進国の中で極めて低いわが国の障害者予算（対GDP比で、北欧諸国の約１／６、イギリスの約１／３、アメリカの約１／２）を、飛躍的に押し上げて下さい。その際、公明党のマニフェストに掲げられた「障がい福祉ゴールドビジョン」（仮称）を策定し、障害者の地域生活基盤整備を重点的に行うようにして下さい。

③障害者権利条約批准に向けた国内法整備として、「障がい者総合福祉法」に加えて、障害者基本法の改正、障害者差別禁止法・障害者虐待防止法の制定を進めて下さい。

④「障がい者総合福祉法」（仮称）制定の方針が伝えられていますが、障害当事者の参画のもと「障がい者総合福祉法」の制定に到るロードマップを検討できるようにして下さい。

当事者や現場に不要な不安・混乱が生じないように、障害者自立支援法から障がい者総合福祉法への移行に当たっては、十分な障害当事者参画のもと検討を進めて下さい。

⑤「障がい者総合福祉法」は、「介護保険との統合を行わないことを前提」として、「制度の谷間をつくらない総合的な制度」として下さい。
⑥障害者権利条約の批准と完全履行に向けて、障害者権利条約が掲げる障害の社会モデル、自立生活と地域社会へのインクルージョン等に基づく制度設計として下さい。
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